
思いやりと交流で創る   新生文化都市 

財政課 財政グループ　☎40－5552問い合わせ先 

　「下野市総合計画」に基づく施策・事業を効率的かつ計画的に推進するため、「下野市中期財政計画」
を策定しました。この計画は、将来の財政見通しを予想できる範囲で明らかにすると共に、長期的展望
にたって、限られた財源の効率的な運用を図り、健全な財政運営を行うための指針となるものです。 
　今回、平成21年度一般会計当初予算との整合性を図るとともに、総合計画前期計画の実施に必要な
経費等を反映し、限られた財源の中で安定した行政サービスの提供を前提とした財政計画を策定しまし
た。なお、詳しい内容については市のホームページをご覧ください。 

1◆年次別財政計画　 （単位：万円） 

（市債残高・積立金現在高の単位：万円） 

区　　　分 
基準年度 計　画　期　間 

Ｈ23Ｈ22Ｈ21Ｈ20

歳
　
　
入
 

自主財源（市税等） 106億600

依存財源 
（交付税、市債、交付金等） 73億3,200

合　　計 178億3,800

歳
　
　
出
 

義務的経費 
（人件費・扶助費・公債費） 75億2,500

投資的経費 23億0,000

その他の経費 
（物件費・補助費・繰出金等） 80億1,300

合　　計 178億3,800

107億2,900

77億3,700

184億6,600

74億8,900

29億0,000

80億7,700

184億6,600

109億5,200

75億2,800

184億8,000

77億5,400

28億4,500

78億8,100

184億8,000

115億4,200

71億800

186億5,000

76億8,500

27億8,700

81億7,800

186億5,000

2◆財政指標 
平成23年度 平成22年度 平成21年度 平成20年度 

0.840

13.5%

165億7,500

71億2,700

【財政指標の説明】 
1）財政力指数・・・・・ 
2）経常収支比率・・・・ 
 
3）実質公債費比率・・・ 

地方公共団体の財政力を示し、1.00に近いほど余裕があります。 
一般財源を義務的経費にどの程度使われているかを示し、概ね80％未満であること
が適正と判断されます。 
一般会計と特別会計などが借り入れた地方債の返済金である公債費が、市の財政を
圧迫していないかを示しています。18％未満が適正と判断されます。 

87.5%

0.842

14.0%

174億4,500

69億2,700

87.7%

0.844

14.2%

174億700

64億2,700

87.9%

0.864

15.0%

180億3,000

63億2,200

88.1%

財 政 力 指 数  

経 常 収 支 比 率  

実 質 公 債 費 比 率  

市 債 残 高 （ 一 般 会 計 ） 

積 立 金 現 在 高  


